資料３－２
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所　中期目標（素案）
（前文）

大阪府立産業技術総合研究所は、大阪府の産業振興の拠点として、企業の技術支援や研究開発を行い、大阪経済の発展と府民生活の向上に寄与してきた。

近年、経済活動のグローバル化を背景に、産業構造の変化や国際分業が進み、国際競争は年々厳しさを増しているが、大阪産業・経済が持続的に発展するためには、大阪の企業が新たな価値を創造する技術革新や製品開発への取組を強化し、競争力を高めることが不可欠である。一方、大阪府は『大阪の成長戦略』を策定し、２０２０年までに「実質成長率　年平均２％以上」、「雇用創出　年平均１万人以上」等の成長をめざすことを掲げた。

このような中、大阪のものづくり中小企業は大阪産業の基盤として国際競争に打ち勝ち、大阪産業・経済を牽引していかなければならない。しかしながら、個々の中小企業だけでは技術力等の経営資源に限界が伴う。
そこで、地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所（以下「産技研」という。）は、ものづくり中小企業の「テクノ・パートナー」として、基盤技術の高度化や信頼性の実証による売れる製品づくり、研究開発成果の技術移転など、従来の機能をより強化するとともに、企業が付加価値の高い技術や新たな市場開拓を可能とする製品を数多く生み出すため、環境・新エネルギー等の成長分野への参入促進に向けた取組や企業間連携、産学官連携などのつなぐ取組を実現していくものとする。
産技研は「攻め」の事業展開を旨とし、企業ニーズに応える質の高いサービスを積極的に提案し、顧客の期待を上回るサービスを提供し続けることにより、もって顧客の拡大を実現し、その結果として得られる増加した収入を支援機能の強化に投資し、企業に還元するという、好循環の運営をめざす。
以上のことを実現するため、大阪府は産技研の中期目標を定める。

第１　中期目標の期間

　　　

平成２４年４月１日から平成２８年３月３１日までの４年間とする。

第２　住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

　

１　「提案型」の企業支援と「つなぐ」取組の推進

ものづくり中小企業は、国際的な市場環境が変化する中、勝ち抜いていくためのイノベーションを実現していく必要に迫られているが、潜在的な技術力等を十分に活かしきれていない。また、外部との連携が十分でないことも多い。イノベーションは今の技術を進化させることより、既存の技術、知恵、工夫などを組み合わせることによって実現できる場合も多い。

産技研は、受け身の支援スタイルではなく、組織として積極的に最大限の支援を行うとの姿勢が不可欠である。企業の役に立つ提案を積極的に行う。そのための組織体制の整備と顧客データベースなどのツールの構築を行う。

また、外部機関との連携による支援や外部機関へのコーディネート機能の発揮など、つなぐ取組を推進する。

 (1)  「提案型」の企業支援による支援の強化
　

①　提案型の企業支援に向けたサービス体制の強化

産技研はこれまで、顧客に対して個々の職員が個別に対応し、統一的な顧客対応をとってこなかった。このため、企業に対しては個別の職員の知識、能力などに依存するケースが多かった。地方独立行政法人となった後は、組織として顧客対応ができるよう、組織体制を整備するとともに、必要なデータベースの再構築、人材育成を行う。

②  「出かける」活動の推進

これまでは研究所において技術相談等を行ってきたが、提案型のサービス提供によって企業の課題解決を行うためには、企業の製造現場に出かけ、企業との円滑なコミュニケーションにより、トータルに課題を把握することが不可欠であり、職員が企業に出かける機会を飛躍的に拡大していくための、意識改革、環境整備を行う。
③　ニーズの把握と顧客満足度の検証
より良いサービスを提供するため、マーケティング・リサーチの実施や企業、業界団体の意見を聴く場を設置することなどにより、企業ニーズの把握と顧客満足度を検証する。
　　 ④　積極的な情報発信

企業の製造現場で役立つ情報を提供し、産技研を広く知ってもらうため、最新の産技研の取組、施策情報、技術情報等を継続して企業に情報発信していく。

  (2)  「つなぐ」取組の推進

企業の課題解決にあたっては、産技研だけでは対応しえない多様な課題が存在する。企業の多様なニーズに応えるため、大阪府は様々な支援策を講じている。また、国、大学、研究機関、金融機関などにおいても様々な支援策が提供されている。

大阪府では、ものづくりビジネスセンター大阪（以下「ＭＯＢＩＯ」という。）との連携による企業間マッチングや大学等との連携による技術支援、産業デザインセンターによるデザインプロデュース支援、Ｂ２Ｂネットワークにおける販路開拓支援などを行っている。また、制度融資などの資金調達の支援なども行っている。

これらの外部機関との連携による支援や外部機関へのコーディネートなど、つなぐ取組を推進し、企業の課題解決をトータルにサポートしていく。

また、取引先や提携先を求めている顧客間の情報交流や、技術マッチングを促進する仕組みを構築する。

２　技術支援機能の強化

ものづくり企業は、ハイエンドな製品開発や、今後成長が期待される環境・新エネルギー産業、生活支援型産業等に関連する技術の高度化が求められている。企業の技術革新や製品開発をサポートしていくため、ニーズの高い分野、高い成長が期待される分野の技術支援機能を強化する。

また、既存の分野においても企業のニーズに応じたきめ細かなサービスを提供する。
(1)　新たなサービスの実施

個々の企業の技術革新や製品開発のニーズにきめ細かく対応するとともに、顧客の利便性の向上のため、新たなサービスを実施する。
 (2)　既存サービスの充実

企業ニーズにきめ細かく対応するため、技術相談、依頼試験、設備機器開放、受託研究等の既存サービスについて、顧客の視点に立って充実を図る。

　

①　技術相談
技術相談にあたっては、企業からのニーズへの対応にとどまることなく、提案型のサービス提供が可能となるよう取り組む。

また、早期の課題解決に努めるとともに、日々の企業活動から生じる技術課題にタイムリーに対応するため、来所相談のほか、多様な相談機会を提供する。
②　依頼試験

製品開発や取引先からのクレーム対応等、企業の製品の信頼性を実証し、企業間の取引を促進するため、信頼性の高い試験結果を提供する。
③　設備機器の開放

  製品開発の工程等における技術課題や設備投資の課題に応えるため、設備機器を開放する。

　　
④　受託研究

企業単独では困難な技術課題の解決を図り、実用化・製品化につなげるため、産技研が受託研究を実施し、フォローアップをしていく。

⑤　顧客の利便性向上

顧客の利便性を向上し満足度を高めるため、利用手続きの簡素化・迅速化など、顧客の視点に立って改善する。

(3)　企業の新技術・製品開発のニーズに応える設備機器の整備
企業ニーズや府の政策課題に的確に対応するため、顧客データベースの情報、マーケティング・リサーチ等により投資効果を精査した上で、設備機器を企業ニーズの高いものから優先的に整備する。
(4)　基盤技術や成長分野の技術者育成等

次世代への技術の継承を確かなものにし、企業の技術者の能力向上につなげるため、ものづくりを支える基盤技術や成長分野に求められる高度かつ専門的な技術者の育成に取り組む。

(5)　インキュベーション施設を活用した起業家・中小企業等への成長支援
インキュベーション施設を活用し、産技研が起業家や新たな事業展開をめざす中小企業等の事業化・実用化を支援する。
(6)　技術支援のフォローアップ
技術支援を企業の持続的な成長につなげるため、フォローアップに努め、支援の実効性を高める。

３　研究開発の推進

産技研は、戦略的なテーマに絞って研究開発を行う。効果的に研究開発を進め、より大きな成果を得るため、必要に応じて企業・大学との共同研究、産学官連携研究を進めていく。

また、中小企業自らが共同研究に参画することや研究開発成果を企業の技術革新や製品開発に活かしていくよう、積極的に提案するものとする。

 (1)　戦略的テーマに関する研究開発

①　研究開発の重点化

大阪・関西の中小企業の発展にとって重要な分野で中小企業単独では取り組むことが困難な技術課題、重要な政策課題の解決に資する戦略的テーマに絞って取り組む。収入の増加等により、財源の確保が可能な場合には、産技研の機能強化、職員の能力向上につながる研究開発を推進する。
②　企業への共同研究等の提案

企業の技術革新や製品開発の可能性を高め、新分野への進出等を促進するため、共同研究、産学官連携研究等を企業に提案する。
③　研究開発成果の評価と共有・活用

研究開発成果の評価をその後の研究開発を進める上での指針とし、技術支援業務にも活かすため、適正に評価を行い、職員が共有する。

(2)　研究開発成果の提案と技術移転

①　研究開発成果の技術移転・情報発信の促進
　   　　　 中小企業への技術移転を進めるため、研究開発成果の情報発信を行うとともに活用を提案する。 

②　大学の研究開発成果の橋渡し

大学の先端研究の成果を中小企業へ技術移転するため、産技研が橋渡し役を担う。特に、大阪府立大学とは、研究開発成果を活かす取組を連携して行う。

③　知的財産権を活かした企業支援

企業における実用化・製品化を、知的財産権を活かして支援するため、産技研が知的財産権の取得を進めるとともに、積極的に公開する。

４　連携の促進

技術分野以外の多様な企業ニーズにも応えるため、外部機関との連携を進め、ワンストップ機能を向上させる。
(1)　行政機関、金融機関等との連携による多様な支援

企業の様々な相談や課題に最適な企業支援を行うため、行政機関、金融機関等の外部機関と連携する。特に、大阪府やＭＯＢＩＯ等との連携事業を行い、企業ニーズに対応する。

(2)　産学官連携の推進

企業の新技術・製品開発や新分野への進出につながる研究開発等を行うため、産学官連携を推進する。特に、大阪府立大学とは、連携して事業を行う。
 (3)　広域連携の着実な推進
公設試験研究機関がそれぞれの強みを活かして、関西広域連合参加府県のものづくり中小企業の支援を効果的に行う。
(4)　地域との連携と社会貢献

産技研が有する機能を地域社会に活かすため、近隣の企業や行政機関との共同事業を実施するとともに、地域住民に身近な存在として感じていただけるよう取組を行う。

第３　業務運営の改善及び効率化に関する事項
１　自主的、自律的な組織運営

(1)　組織マネジメントの実行とＰＤＣＡサイクルの確立

産技研の使命を自覚し、最大限の成果を継続的に実現するため、組織マネジメントを行い、業務の成果を検証し、改善を行うＰＤＣＡサイクルを実行する。

(2)　予算執行や人事制度の効果的な運用

産技研の使命を適切に果たすため、予算執行や人事制度を効果的に運用する。

(3)　積極的な営業展開等を実現する組織体制

積極的に営業展開を実現するための顧客サービス部門の新設や、社会経済情勢の変化や重要性・緊急性の高い政策課題に迅速に対応する組織体制を構築する。
２　職場、職員の士気を高め、職員の能力を向上させる取組

(1)　人事評価の人事・給与への反映

    　　 職員の能力と勤務意欲を向上させ、組織を活性化するため、人事評価を行い、人事・給与に反映させる。
(2)　職員へのインセンティブ
職場、職員の士気を高め、職員の能力を最大限に発揮させ、組織を活性化するため、インセンティブの制度化を図る。
(3)　職員の人材育成

受け身の業務執行から積極的な営業展開に向け、職員の意識改革を図り、必要な能力及び知識を向上させる。この一環として、外部機関との交流を活発化し、知識の習得と人的ネットワークの拡充を図る。

また、職員研修を計画的に実施するとともに、自己研鑽の取組が促進されるよう、職場環境の整備に努める。

３　業務の効率化
限られた経営資源を最大限に活かすため、絶えず業務改善に取り組み、効率的・効果的に業務を遂行する。
第４　財務内容の改善に関する事項
１　事業収入の確保

産技研は、顧客の拡大に取り組み、その結果として得られる増加した収入を支援機能の強化に投資し企業に還元するという、好循環の運営をめざす。

なお、利用料金については、企業ニーズなどを踏まえ、受益者負担を前提に設定することとし、利用料金が法人化前の料金水準よりも高くなる場合には、厳しい経営環境にある中小企業について政策的に引き下げる。

また、新サービスの導入にあたっても、中小企業に配慮した料金設定を行う。

２　外部資金の獲得

中小企業単独では取り組むことが困難な研究開発等に活用するため、提案公募型の競争的研究資金等外部資金の獲得に向けて積極的に取り組む。
３　予算の効果的な執行等

企業ニーズに柔軟に対応するため、効果的な予算執行や契約の運用を行う。

また、予算配分を重点化する仕組みを設ける。
第５　その他業務運営に関する重要事項
１　施設の有効活用等
(1)　施設の計画的な整備・活用等

施設を良好かつ安全な状態に保持し、業務を円滑に推進するため、建物は改修計画を策定し、計画的に整備を進める。 

また、財産を効率的・効果的に経営、業務に活かすため、土地・建物は適正に管理するとともに、有効活用を図る。

(2)　設備機器の整備　　

企業ニーズや府の政策課題に的確に対応するため、顧客データベースの情報、マーケティング・リサーチ等により投資効果を精査した上で、設備機器を企業ニーズの高いものから優先的に整備する。

なお、事業収入を財源として、収益事業に係る設備機器を整備するとともに、府の政策課題に対応するため必要な設備機器や非収益事業に係る設備機器については、運営費交付金で整備する。

(3)　安全衛生管理等の徹底
顧客への良好かつ安全な利用環境の提供と、職員が快適かつ安全な労働環境で業務に従事できるようにするため、安全対策の徹底と事故発生の防止に努める。

また、職員が心身ともに健康を保持し、その能力を十分発揮できるようにする。

 (4)　環境への配慮
　　環境への負荷を低減するため、環境に配慮した業務運営に努力する。

２  法令遵守に向けた取組
(1)　コンプライアンスの徹底

職員の法令遵守の意識と倫理観を高めるため、コンプライアンスを周知徹底する取組を行う。

(2)　情報公開

法人文書の情報公開請求等に適正に対応するため、適切に文書管理を行う。

(3)　個人情報保護と情報セキュリティ
顧客の権利利益の保護を図るため、個人情報、企業活動に関する情報を厳正に取り扱い、情報管理を徹底する。

(4)　リスク管理
業務等のリスクを適切に管理するため、調査・検討を行う。
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